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カーボンニュートラルとは
⚫ カーボンニュートラルとは、温室効果ガス(GHG)の排出を全体としてゼロにすること。
✓ 「排出を全体としてゼロにする」とは、排出量から吸収量を差し引いた、合計がゼロとなる。

（いわゆるネットゼロ、実質ゼロと同じ）
✓ 「温室効果ガス」の対象は、CO2だけでなく、メタンなど全ての温室効果ガス。

出典：GIO「日本の温室効果ガス排出量データ」より作成

カーボンニュートラルのイメージ 日本の温室効果ガス排出（2020年度）

※ CO2以外の温室効果ガスはCO2換算した数値
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世界のカーボンニュートラル宣言の状況
⚫ 日本は、2030年に温室効果ガスの2013年比46％減を目指す、さらに50％減の高みを目指すと表明。2050年までに
温室効果ガス排出実質ゼロ（＝カーボンニュートラル）を目指している。

⚫ 世界のカーボンニュートラル（CN）目標を表明する国・地域は146ヵ国であり、そのGDP総計は世界全体の約90％。
これらの国のCO2排出量が世界全体のCO2排出量に占める割合は約70％（2022年実績）。

※ 国連に提出されている各国の長期戦略や各国のCN宣言に基づき、CNを宣言している国・地域を経済産業省がカウント（2025年2月13日時点）
※ IEA (2024), Greenhouse Gas Emissions from Energy 2024 Editionを基にエネルギー起源CO2をカウント 3
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GX政策の枠組について
⚫ GXは「エネルギー安定供給・経済成長・脱炭素」の３つを同時追求する取組。2022年7月にGX実行会議を立ち上げ、

「GX推進法」の制定・改定、「GX2040ビジョン」の策定などを通じて、グリーン一足飛びではなく、多様なアプロー
チで2050年カーボンニュートラル実現を志向した取組を推進。

⚫ 「GX経済移行債」を活用した20兆円規模の先行投資支援と制度的措置を一体的に講ずることにより、150兆円超の官
民GX投資の実現を目指す。

出典：第17回産業構造審議会イノベーション・環境分科会資料［2026年6月25日］



GX2040ビジョン、第7次エネ基、温対計画の位置づけ

GX2040
ビジョン

エネルギー
基本計画

地球温暖化
対策計画

GX推進法

エネルギー
政策基本法

地球温暖化
対策推進法

⚫ 脱炭素投資を促すため、2040年頃の目指すべきGX産
業構造、GX産業立地政策の方向性を提示

⚫ カーボンプライシングの具体策などGX市場創造 等

⚫ エネルギー政策についての今後の政策の方向性

⚫ 2040年度のエネルギー需給構造（再エネや原子力な
どの比率（電源構成）、エネルギー自給率など） 等

⚫ すべての温室効果ガス（フロンなど非エネルギー起源
の温室効果ガスを含）の排出削減の取組

⚫ 新たな排出削減目標（NDC） 等

内容根拠

→ 3文書とも2025年2月18日に閣議決定
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「GX2040ビジョン（2025年2月閣議決定）」の主な進捗

出典：第17回産業構造審議会イノベーション・環境分科会資料［2026年6月25日］



排出量取引制度の概要（成長志向型カーボンプライシング構想）

出典：経済産業省HPより抜粋 https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ets.html 7

⚫ 経済産業省では、脱炭素成長型経済構造への円滑な移行を推進するため、「GX経済移行債」を活用した先行投資支援と、
先行投資を促す「カーボンプライシング」を組み合わせた「成長志向型カーボンプライシング構想」を実行している。

⚫ カーボンプライシングの具体的な施策として、二酸化炭素の直接排出量が前年度までの３年度平均で10万トン以上の事
業者を対象とする「排出量取引制度」を、2026年度から本格稼働。

⚫ 「排出量取引制度」では、政府が一定の基準の下、対象事業者に排出枠を割り当て、毎年度、排出実績量と同量の排出
枠を法令に定める期限までに保有することを義務付けている。対象事業者は、排出枠の過不足に応じて、事業者間で排
出枠を取引することができる。

https://www.meti.go.jp/policy/energy_environment/global_warming/ets.html
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GX戦略地域によるGX産業クラスター創出
⚫ 産業資源であるコンビナート跡地等や地域に偏在する脱炭素電源等を核に、自治体／企業の発意で「新たな産業クラス
ター」の創出を目指す「GX戦略地域制度」を2025年8月に創設した。

⚫ ①～③類型では、自治体及び企業が計画を策定し、参画した上で、国が地域を選定し、支援と規制・制度改革（国家戦
略特区制度とも連携）を一体的に措置する。100を超える地域から申請があり、有識者の厳正な審査を経て4/24に有望
地域（一次審査結果）を公表済（合計38地域）。④類型では、脱炭素電源を活用する事業者支援を行う。

出典：第17回産業構造審議会イノベーション・環境分科会資料［2026年6月25日］



【GX地域共創補助金】

• 本事業は、電力需要家による脱炭素電力の活用および脱炭素電源立地地域への貢献を条件として、脱炭素電源立地地域に新設する事業所で
行う、脱炭素電力を活用した付加価値の高い事業活動に必要な設備投資等へのCAPEX支援を行うことにより、脱炭素電力の供給拡大と国
内GX関連投資の拡大を同時に目指すものです。

• また、脱炭素電源の立地地域に新設しない事業所であっても、地域共生基金や企業版ふるさと納税等を通じて、遠隔地から脱炭素電源立地
地域に貢献し、脱炭素電力を活用した付加価値の高い事業活動を行う企業の設備投資等に対する支援を一定程度行います。
補助金は「製造設備投資型」および「データセンター設備投資型」の2区分となっています。

制度概要

応募
申請

採択
審査

交付
申請

交付
審査

間接補助事業実施 確定検査・精算払

応募
申請

採択
審査

交付
申請

交付
審査

間接補助事業実施 確定検査・精算払

（公募開始）
2026年7月17日

（採択決定）
2026年11月頃

（採択決定）

（交付決定）

（交付決定）

（関節補助事業の完了）
最長2030年9月末

（本事業の完了）
2031年3月末

一
次
公
募

二
次
公
募

発注・支払不可

発注・支払不可

発注・支払不可

発注・支払不可

補助対象経費の発注・支払が可能

補助対象経費の発注・支払が可能

• 一次公募の申請受付期間 
  2026年7月17日（金） ～ 2026年9月1日（火）正午まで 

スケジュール

（公募開始）
2026年秋頃 9

出典：GX地域共創補助金2026 公募要領 Ver1.1［2026年7月］、 概要説明資料 Ver1.2［2026年6月］

（類型④脱炭素電源地域貢献型投資促進事業）



ご清聴ありがとうございました

【お問合せ先】

近畿経済産業局 カーボンニュートラル推進室

06-6966-6055
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